
























































































































































BIS (国際決済銀行)の調査によると， 1998年の 1年間の世界貿易取引額が
5兆4，000億ドルであるのに対して，世界の為替市場で取引される 1日の外国





































































































199 1 2 ，2 1 2 
199 2 ム2，69 4 
1 993 ム2，90 4 
1 994 ム2，55 0 
1 995 ム2，0 3 1 
1 996 ム1，6 9 9 
1 997 ム 219 
1 998 692 
1 999 1 ， 2 4 4 
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こうしたアメリカ政府による経済運営の基本が景気拡大の持続であることを






















































果として顕在化したものといえる。 99年 6月以降， FRBがインフレを予防す

















































































































































































































































































































表 1-2 アジア諸国の経済成長率 (%) 
インドネシア タイ フィリピン マレーシア 韓国
19971 7.1 1.4 5.5 8.6 4.9 
E 4.9 ム 0.7 5.6 8.4 6.2 
E 5.3 ム 2.2 4.9 7.7 5.5 
W 1.1 ム 5.1 4.7 5.6 3“6 
19981 ム 4.1 ム 7.5 2.0 2.5 ム 4.6
H 16.1 13.7 ム 0.9 ム 5.9 ム 8.0
E ム14.6 ム12.8 ム 0.8 10.5 ム 8.1
W ム17.7 ム 6.8 ム 2.2 ム10.9 ム 5.9
19991 ム 7.0 0.2 0.7 ム1.4 5.4 
H 3.8 2.5 3.6 4.8 10β 
E 1.1 7.8 3.8 8.5 12.8 
IV 5.2 6.5 4.9 10.8 13..0 






































































































































できることは， 5 年前の中期防 (24~包2 ，300億円)の大軍拡予算を継承し，さら
































実績に占め 実績に占め B る比率 実績に占め
実績に占め
る比率 る比率 る比率 る比率
1 9 9 6 1118.6 27.2 793.6 22.7 324.8 52.6 1807.7 44.0 1306.8 37.4 
1 9 9 7 1170.9 27.8 756.9 22.3 414.0 50.4 1767.1 42.0 1254.3 37.0 
1 998 1184.3 30.5 670.3 23.9 514.0 47.8 1345.7 34.7 1040.6 37.1 
1 9 9 9 1319.6 30.4 661.1 20.3 658.5 60.9 1660.2 38.3 1312.9 40.3 






































支 D る比率 A 
501.0 81.1 628.7 15.3 492.9 14.1 136.4 22.1 4111.0 3491.7 617.5 
512.8 62.4 656.1 15.6 448.4 13.3 206.7 25.1 4212.5 3387.1 821.9 
305.1 28.4 711.4 18.4 389.2 13.9 322.2 30.0 3865.5 2797.6 1074.5 
347.3 32.1 756.5 17.4 436.7 13.4 319.7 29.6 4336.3 3255.3 1081.1 
389.6 39.1 782.6 16.3 467.9 12.3 314.7 31.7 4794.2 3797.3 996.9 















































































































(13) 2000年大統領経済諮問委員会 (CEA)r年次報告J( W米国経済白書JI2∞o年版)42頁
(14)所得格差と貧富の差の拡大および連邦財政の分析については，谷山治雄「米日財政政策
の明暗J( W経済JI2001年5月号)参照。ただし，連邦財政黒字転換への別途の策として，










(16) 経済企画庁編『世界経済白書~ (平成1年版)第 2章のアメリカ経済分析を参照。図表
1 -1の実質GDP成長率表については外務省データによる。















































































































































































なっている。 こうした対米関係について， 三井物産戦略研究所所長寺島実郎氏が， “ア
ジアとの関わりを志向するためにも， 日本に求められているのは， I日米関係の再設計」
です。(中略)とりわけ，日米安保の見直しは重要なテーマとなるでしょう。(中略)米軍
基地の縮小，地位協定の見直しを提起し，日本の主体性を回復するとともに，多角的・重
層的なアジア太平洋関係を構想することが課題です， cr世界~ 4月別冊145頁)と論じて，
対等・平等の日米関係への転換が不可欠だとしていることは卓見である。
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